様式４－１
平成　　年　　月　　日
薩摩川内市長　岩　切　秀　雄　様
所在地：
法人等名：
代表者職氏名： 　　　　　　　　　　　　　印
企 画 提 案 書
１　提案者の事業遂行能力
申込者が共同企業体となる場合においては、構成員となる企業ごとに⑴～⑶を記載してください。
⑴　経営基盤
直近３事業年度の経営成績及び財務状態について、以下の表に記載してください。
［法人名：　　　　　　　　］（ 個別・連結 ／ 親会社　※ 該当するものを囲んでください ）
（単位：　　）
	
	直近（　　年　月期）
	（　　年　月期）
	（　　年　月期）

	売上高
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期純利益
	
	
	

	
	
	
	

	資産合計
	
	
	

	負債合計
	
	
	

	純資産合計
	
	
	


※ 親会社がある場合は、親会社についても同様に記載してください。なお、親会社が金融商品取引法の適用会社においては、親会社の個別及び連結の経営成績及び財務状態、不適用会社においては、個別又は連結のいずれかを記載してください。
［法人名：　　　　　　　　］（ 個別・連結 ／ 親会社　※ 該当するものを囲んでください ）
（単位：　　）
	
	直近（　　年　月期）
	（　　年　月期）
	（　　年　月期）

	売上高
	
	
	

	営業利益
	
	
	

	経常利益
	
	
	

	当期純利益
	
	
	

	
	
	
	

	資産合計
	
	
	

	負債合計
	
	
	

	純資産合計
	
	
	


⑵　設置運営の能力
	


※ 太陽光発電事業に関する企画力、技術力、資金力及び経営能力についてアピールしてください。
※ 共同事業体の場合は、構成員としての役割を記載した上で、アピールしてください。
※ 概要がわかる資料（報告書、新聞記事等）があれば添付してください。
⑶　設置運営の実績
	


※ 国内外において、太陽光発電事業に関する実績があれば、国内・国外に分けて記載してください。
※ 概要がわかる資料（報告書、新聞記事等）があれば添付してください。
２　事業計画
⑴　設置希望施設及び使用料
別添様式４－２に記載してください。
⑵　運営形態
	発電事業の形態
※ 該当するものを囲んでください。
	　自社運営　　　　子会社設置　　　　特定目的会社
　その他（具体的に記入（　　　　　　　　　　　　　　　　））

	事業スキーム
※ 事業実施に係る体制を記載してください。
	

	※ 共同企業体の場合には役割分担を記載してください。
	法　人　名
	役　　　割

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	※ 新たに県内に事業所等を設置する場合には記載してください。
	設置予定年月日
	

	
	本社事務所名称
及び所在地
	

	
	事業所名称
及び所在地
	

	
	県内雇用人数
	

	※ 特定目的会社を設置する場合には記載してください。
	設置予定年月日
	

	
	会社等名称
及び所在地
	

	
	出資者及び
出資割合
	（例）株式会社○○○：○○○％



　※ 設置する施設により異なる場合は、それぞれ作成してください。
⑶　発電設備の構成等
	１
	施設及び建物名称
	施設名称：
建物名称：

	２
	使 用 期 間
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日（　年　ヶ月間）

	３
	設 置 工 期
	平成　年　月　日 ～ 平成　年　月　日

	４（発電設備）
	太陽光パネル
	メーカー
型　番
パネルの種類
	
	公称最大出力
（１枚あたり）
	Ｗ

	
	
	変換効率
	％
	太陽電池容量
（施設合計）
	ｋＷ
（小数２桁以下切捨て）

	
	
	設置面積
	㎡
	総重量
（架台等含む）
	ｋｇ

	
	付　属　設　備
	パワーコン
ディショナ
	メーカー
	
	型 番
	

	
	
	
	変換効率
	
	
	

	
	
	接続箱
	メーカー
	
	型 番
	

	
	
	架　台
	メーカー
	
	型 番
	

	
	
	
	メーカー
	
	型 番
	

	
	
	
	メーカー
	
	型 番
	

	
	
	
	メーカー
	
	型 番
	

	５
	システム基本設計図
詳細配置図等
	別添のとおり

	６
	施工方法、
（架台、固定工法）
防水施工の工法
※ 建物躯体や防水シートへの影響が分かるようにしてください。
	

	７
	定期点検、維持管理方法等の概要、特徴
※ 無人で発電する場合は、事故時等の緊急時の管理体制を明記して下さい。
	

	８
	事業実施に係る
損害保険等の内容
	


⑷　実施スケジュール
	


※ 事前準備から事業終了後までの事業スケジュールを記載して下さい。
（設備認定等関係法令の手続きを含む。）
⑸　太陽光発電事業の実施に係る資金調達計画、事業収支見込み、キャッシュフロー見込み
	


⑹　事業の安定性
	


※ 不測の事態（災害、自社或いは共同企業の経営困難等）に係る事業継続計画について記載してください。
４　提案を求める事項
⑴　原因が不明確な雨漏り等への対応
	


※ 公募要項「２　公募概要（４）条件等　ウ」に掲げるとおり、発電設備を設置する屋根面の一体防水区間の防水性能は事業者の責任範囲になるものの、施設内に雨漏りが生じた場合において、当該責任範囲の防水性能劣化に起因するのか否かが明確にならない場合が想定されるため、その場合の対応方針を提案すること。
⑵　災害発生時（停電時）の非常用電源としての活用
	


※ 発電設備を設置する施設のうち、複数の施設に、災害の発生により停電した場合の非常用電源としての活用方法を提案すること。
⑶　公共施設へのメリット
	


※ 公共施設の運営にメリットがある取組（例：環境教育の教材としての活用）を提案すること。
⑷　その他の提案
	


※ 本事業を実施するにあたり、その他に提案する事項があれば記載すること。

